
令和４年度第１回茂原市総合教育会議日程 

 

日時：令和４年１０月２６日（水）１３時１５分～ 

場所：茂原市役所９階９０１・９０２会議室 

 

 

１ 開  会 

 

２ あいさつ 

 

３ 議  題 

 

１ 部活動の地域移行について 

【資料１】 

【参考資料１】【参考資料２】 

 

２ 令和４年度主要施策の進捗状況について 

（１）学校再編について 

【資料２】 

  （２）茂原市小中一貫教育について 

    【資料３】 

    【参考資料３】 

（３）市史編さん事業について 

    【資料４】 

 

４ その他 

 

５ 閉会宣言 
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【資料１】 

議題１ 部活動の地域移行について 

 

１ 経緯（国・県） 

Ｈ３０「運動（文化）部活動の在り方に関する総合的なガイドライン」 

    ⇒ 地域との連携の提示  

Ｈ３１「中央教育審議会答申」 R１「給特法改正案の附帯決議」 

    ⇒ 地域化への検討と早期実現を指摘  

Ｒ２ 「学校における働き方改革を踏まえた部活動改革」 

    ⇒ 地域化へのスケジュール  

  Ｒ３ 「運動（文化）部活動の地域移行に関する検討会議」 

     ⇒ 課題や実現に向けた選択肢を検討  

  Ｒ４ 「運動部活動の地域移行に関わる地域クラブ等の全国中学校体育大会の参加 

資格緩和について」「全国中学校体育大会への地域スポーツ団体等の参加資格

の特例について」  

     ⇒ 令和５年度全国中学校体育大会の参加資格が緩和  

  Ｒ４ 「運動（文化）部活動の地域移行に関する検討会議」提言  

⇒ 将来にわたり我が国の子供たちがスポーツ（文化芸術）に継続して親しむ  

ことができる機会の確保に向けて  

Ｒ４ 「第１回市町村担当者連絡協議会」 

     ⇒ 千葉県地域運動部活動に係る説明  

 

２ 提言における改革の方向性（スポーツ庁：Ｒ４.６ 文化庁：Ｒ４.８） 

  中学校等の部活動を取り巻く状況に鑑みれば、今後、これまでと同じ形で平日  

及び休日の部活動を維持することは困難な状況にある。こうした中、中学生等の  

スポーツ（文化芸術等に親しむ）機会を着実に確保していくための改革の方向性と

しては、まずは、休日の運動（文化）部活動から段階的に地域移行していくことを 

基本とすべきと考える。その際、平日の運動（文化）部活動の地域移行についても 

視野に入れ、休日の地域移行とともにできるところから取り組むことが考えられ、

地域の実情に応じた休日に関する地域移行の取組の進捗状況等を検証し、更なる 

改革を推進すべきと考える。移行の在り方や方法については、地域の状況に応じて

様々な形となることが考えられ、柔軟な体制づくりを進めることが必要である。  

あわせて、地域移行の受け皿となる地域におけるスポーツ（文化芸術等に親しむ）

機会の確保、生徒の多様なニーズに合った活動機会の充実、地域スポーツ（文化  

芸術）の振興についても、着実に取り組むことが重要である。特に、スポーツ（文化

芸術）に関する団体の役員をはじめとする関係者においては、各々がこれまで取り

組んできた事業分野にとどまらず、児童生徒の心身の健全育成やスポーツ（文化  

芸術）振興に広く目を向け、地域におけるスポーツ（文化芸術等に親しむ）機会の 

確保や、生徒の多様なニーズに合った活動機会の充実等に積極的に取り組むことが

期待される。 
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３ 千葉県地域運動部活動市町村担当者連絡協議会（Ｒ４.７：県教育庁保健体育課） 

（１）地域移行の目的 

①教職員の働き方改革の実現（仕組み改革・意識改革） 

②教職員に活力ある学校教育環境の実現（やり甲斐のある教育環境） 

③児童・生徒の学習環境の整備 

（２）地域移行に向けたスケジュール 

  令和４年度 すべての市町村で協議会（地域化に係る関係部署及び団体による推進の

実働を担う組織）設置完了 

   ※地域部活動設置マニュアル「地域部活動設立工程表（例）」 

        ①市町村協議会の設置 

        ②校内準備委員会の設置 

        ③生徒・保護者への説明 

        ④校内アンケートの実施 

        ⑤設置に向けた校内調整 

  令和５年度 各市町村１部活以上地域移行 

  令和６年度 全中学校１部活以上地域移行 

  令和７年度 全中学校部活動完全地域移行 

令和８年度 準備ができた部活動から平日も地域移行 

 

４ 茂原市教育委員会としての取組（令和４年度） 

（１）国・県の動向を踏まえ、部活動の地域への移行を着実に実施するとともに、地域に

おける活動環境等を整備し、子供たちがそれぞれの適した環境でそれぞれの活動に 

親しむことのできる社会の構築を検討するため、「部活動の地域移行検討委員会」  

（以下、「検討委員会」）を教育委員会内に設置する。 

（２）検討事項 

①スポーツ庁及び文化庁（有識者会議）の提言内容の把握・共通理解  

②今後の対応方針  

   ◉ 先行事例に関する調査・研究  

    ◉ 茂原市における対応及び課題の検討  

    ◉ スケジュール（案）の作成（Ｒ４～Ｒ８）  

    ※中学校における休日の運動部及び文化部活動とする。  

③検討委員会開催計画の立案（※拡大検討委員会含む） 

   ※教育長、部長、部次長、体育課長、生涯学習課長、学校教育課長＋検討委員  

④その他 

（３）実施計画 

①令和４年度末までに、検討委員会を４回程度開催する。  

②検討委員会とは別に、拡大検討委員会を２回（中間、年度末）程度開催する。  

   ※詳細は、検討委員会開催計画による。  

（４）検討委員 

①学校教育課  佐藤信之  主幹兼指導主事 

          末松佐和子 主査兼指導主事  

          白土俊幸  主査兼指導主事  

②体育課    内山俊樹  課長補佐  

③生涯学習課  佐藤貴之  係長     ※委員長１名、記録者１名を互選  
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千葉県の休日運動部活動
地域移行に向けたスケジュール

達成目標

令和４年度

令和５年度 各市町村１部活以上地域移行

令和６年度 全中学校１部活以上地域移行

令和７年度 全中学校部活動完全地域移行

令和８年度 準備ができた部活動から平日も地域移行

全ての市町村で協議会（地域化に係る関係部署及び
団体による推進の実動を担う組織）設置完了改

革
集
中
期
間
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令和４年度千葉県地域運動部活動第１回市町村担当者連絡協議会（県教育庁保健体育課）



千葉県教育委員会の具体的な取組①

千葉県地域部活動検討委員会
年間６回以上開催し，課題把握と進捗状況を分析・検討。
構成：保健体育課(事務局)，生涯スポーツ振興課，競技スポーツ

振興課，県スポーツ協会，県スポーツ少年団，県小中体連
県スポーツ推進員連合会の代表者１～２名
その他（案件によって招集）

千葉県地域運動部活動推進事業（モデル事業）
拠点校において休日の部活動の実践研究を実施し，研究成果を普
及。今年度は柏市，袖ケ浦市，睦沢町，白子町で実施。
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千葉県教育委員会が目指す骨格

地域の特性による人材
○希望する教師（兼職兼業）
○部活動指導員（兼職兼業）
○地域ボランティア
○民間企業・プロチーム
○大学

県スポーツ協会
○人材の公募
○人材の育成（研修・資格）

支部（人材管理）

地域部活の活動主体
○総合型 ○民間企業 ○地域ボランティア団体
○スポーツ少年団 ○保護者会

※必ずしも競技経験に固執する必要はない
（ただし，報酬が馴染むか要検討）要請に応じて人材提供

受益者負担による活動

自
治
体
（
総
括
・
調
整
）

研修

県教育委員会（各団体における活動をサポート・推進）

トラブル対応窓口の設置
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活動の設定例
【合同練習型】

地域のスポーツ施設又は拠点校において各校の希望者が参集し，合同練習を行う。
○部員数が少ない地域又は競技においては，効果的な練習が可能。
○運営団体が単一なので，連携がとりやすい。
○任意での参加という意識が確立しやすい。
▲スポーツ企業へ委託する場合以外は，用具等の管理をどのようにするか。
▲参加人数が増えると，練習効率の低下や指導者の不足が生じる。
▲地域によっては，移動の負担が大きい。（拠点校を輪番にする事例もある）

【学区拠点型】
活動場所及び種目は平日と同様で，指導運営を委託（兼職兼業の教師を含む）する。
○活動場所の使用方法や用具の共有が容易である。
○既存の地域人材を活かしやすい。
○活動内容の課題における把握及び修正の実効性が高い。
▲参加に同調圧力（生徒も教師も）が生じる可能性がある。
▲展開する種目数が多い場合も想定され，管理体制に工夫が必要。
▲管理運営との連携及び保守等に関して，学校に負担がかかる可能性がある。

【併用型】
○地域や校内（範囲による）のニーズに合った柔軟な活動ができる。
▲不公平感（特に校内で違う形態の地域移行が存在する場合）が生じる可能性がある。
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地域部活動設立工程表（例） 

千葉県教育庁保健体育課 

目

安 

段

階 
工 程 内 容 学校 市教委 県教委 備考 

令

和

４

年

度 

１ 
市町村協議会 

の設置 

学校，学校教育課，スポーツ振興
課，スポーツ協会等関係団体で構
成。地域部活動の移行に向けたス
ケジュールや課題に向けた話し
合いをする。また，マッチングす
るコーディネーターを指名する。 

参加 主催 ― 
年度内

設置 

２ 
校内準備委員会 

の設置 

各学校で，地域移行に向けた準備

を進める委員会を設置。校内のニ

ーズ，希望等を集約する。 

主催 ― ― 
年度内

設置 

３ 
生徒・保護者 

への説明 

校内準備委員会中心に，生徒・保

護者に，休日の部活動の地域移行

について内容やスケジュールを

説明する。 

主催 
説明会の

参加も可 
  

４ 
校内アンケート 

の実施 

学校で， 

・生徒に向けたニーズ調査 

・保護者に向けた意識調査 

・教員に向けた希望調査 

主催 

アンケー

ト例の作

成 

アンケー

ト例の作

成 

小６に実

施も可 

 

年度内実

施 

５ 
設置に向けた 

校内調整 

アンケート調査をもとに，どのよ

うな地域部活動を設置するか検

討する。（部活動の精選や指導希

望のある教員の有無等） 

主催 

各学校の

希望を集

約する。 

― 
年度内

調整 

令

和

５

年

度 

６ 
受け入れ団体の 

調整 

学校から上がってきた希望調査

をもとに，コーディネーター役を

担う部署が受け入れ団体を調整

する。 

コーディネ
ーターと連
携して，地
域部活動の
形態を決定
する。 

市町村協
議会が，
コーディ
ネーター
を指定 

様々な実

施例を提

示する。 

できれば

年度内調

整 

令和５年

度末まで 

７ 
団体と学校の 

打ち合わせ 

受け入れ団体（指導者）決定後，

具体的な活動内容について，打ち

合わせを行う。 

主催 

学校，市教
委，団体で
具体的な取
り決め事項
を確認す
る。 

地域部活動
実施に向け
た具体的な
取り決め事
項例を示
す。 

調整後

すぐに 

８ お試し運用 
具体的な取り決め事項をもとに，
月１回程度から運用し，徐々に回
数を増やしていく。また，その際
に生じた課題について話し合う。 

運用状況

の確認 

課題協議 

運用状況

の確認 

課題協議 

―  

 ９ 
本格運用 「お試し運用」での課題を解決し

た段階で，本格運用に移行する。 

運用状況

の確認 

運用状況

の確認 
― 

令和６年

度中に学

校１つは

本格運用

を実施。 

 

令
和
６
年
度 
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第１段階 

◇市町村協議会の設置    （別紙１：市町村協議会設置内規） 

〇 学校教育主管課，スポーツ主管課，スポーツ協会，スポーツ推進委員協議会，

総合型地域スポーツクラブ，中学校関係者等の代表者による協議会を設置する。 

（参加団体は，各市町村で検討する。上記以外も校長会，小中体連等が考えられる） 

〇 構成団体の中から，協議会の運営を担う事務局を設置する。 

〇 市町村で今後地域部活動を推進していく中で，情報共有をしながら課題につい

て検討を進める。 

〇 競技団体（指導者）と学校をマッチングさせる，コーディネーターを指定する。 

（このコーディネーターの指定は今後地域部活動を推進する上で極めて重要で

ある） 

〇 国や県からの情報は，協議会を通して，各団体や学校に伝わる体制を作る。 

〇 令和４年度中に設置をめざす。 

 

◎コーディネーターについて 

あ 

 

 

 

 

 

・ コーディネーターは，個人でも団体でも構わない。また，１団体だけではな

く，複数指定してもよい。特に大規模市は地区分けする等の工夫をする。 

・ コーディネーター役を担う，団体としては「市町村教委」「競技スポーツ団

体」「人材派遣等業者」「スポーツ推進委員」「地域のボランティア」「市スポー

ツ協会」「総合型地域スポーツクラブ」等。また，学校やスポーツ団体から独

立した立場の組織（個人）でも構わない。 

・市町村協議会と連携して，地域部活動の趣旨や万が一事故があった時の責任の

所在，学校との連携等について説明をしておく。 

学 校 
スポーツ団体 

地域指導者等 

マッチング 

コーディネーター 
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第２段階 

◇校内準備委員会の設置 

〇 市町村協議会の設置を受けて，各学校では，「校内準備委員会」を設置する。 

〇 構成メンバーは，管理職，部活動主任，学年主任等学校内で調整する。 

〇 役割としては，生徒，保護者，教員へのアンケートの実施 

〇 アンケート結果の考察 

〇 アンケート結果をもとに，来年度以降の部活動について校内調整をする。 

・来年度から地域部活動に移行する部 

・しばらくは学校部活動で実施する部 

・教員の意向調査で地域の指導者として活動する意思の確認 

・地域移行に関するスケジュールの策定 

 

 

第３段階 

◇生徒・保護者への説明 

〇 校内準備委員会メンバーを中心に，生徒及び保護者に地域部活動移行につい

て説明をする。 

〇 説明については，説明会方式，文書の配布方式，市教委が絡む等は，それぞれ

の学校及び市町村教委で検討し実施する。 

〇 説明内容については，協議会で検討し，市内の学校で相違の無いようにした

方がよい。 

 

 

第４段階 

◇校内アンケートの実施 

〇 生徒向けアンケート（別紙２参照） 

・土日の地域部活動に関する参加希望 

・生徒の休日部活動に関する要望事項 

（競技性を求める，レク的な活動を求める，複数種目の参加を求める等） 

Administrator
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〇 保護者向けアンケート（別紙３参照） 

・休日の部活動の地域移行についての理解度 

・子供の参加についての可否 

・参加料について 

〇 教員向けアンケート（別紙４参照） 

・休日の地域部活動での指導希望について 

・地域部活動に関する懸念について 

 

 

第５段階 

◇設置に向けた校内調整 

〇 アンケート結果を集約し，次年度以降の部活動について校内調整をする。 

▽生徒の希望が大会参加人数に足りている 

・ 教員が地域指導者として希望している 

⇒教員を指導者に地域部活動を進める部 ① 

⇒受け皿がないため，教員を指導者に学校部活動として進める部 ② 

・ 教員が休日の指導を希望していない 

⇒地域の指導者に任せ，地域部活動を進める部 ③ 

⇒受け皿（指導者）がいないため，学校部活動として進める部 ④ 

⇒受け皿（指導者）がいないため，平日の活動のみとする部 ⑤ 

⇒受け皿（指導者）がいないため，廃部とする部 ⑥ 

▽ 希望生徒が少なく試合参加の部員数が足りない 

⇒近隣の学校と合同チームを組み学校部活動として活動する部 ⑦ 

⇒近隣の学校と地域部活動として活動する部（教員指導） ⑧ 

⇒近隣の学校と地域部活動として活動する部（地域指導者） ⑨ 

⇒次年度以降は活動休止（廃部含む）として活動はしない部 ⑩ 

地域部活動フローチャート（別紙５）を参考に自校の部活動を①～⑩のパターン

に仕分けをする。次年度から地域部活動に移行できる部から移行準備に取り掛かる。

移行できない部活動については，できない理由を明確にし，令和７年度末までに地域

移行できるよう準備する。 

Administrator
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第６段階 

◇受け入れ団体の調整 

〇 学校の校内調整を受けて，市町村協議会が指定する地域部活動コーディネー

ターが，地域部活動を希望する学校と受け入れ団体をマッチングさせる。 

〇 コーディネーターは，学校側の希望や生徒ニーズをよき聞き取り，ふさわし

い団体を紹介する。 

〇 その際，部活動顧問が地域指導者として指導を希望しているかどうかの意思

を確認する。 

〇 教員が地域指導者として指導を希望していて，受け入れ団体がない場合は，

学校の PTA 組織や後援会組織，ボランティア組織を活用して，学校外部に受け

入れ団体を設置し，そこに所属する教員が地域指導者として指導する方法も検

討する。（別紙６：受入団体規約を参照） 

 

 

 

第７段階 

◇団体と学校の打ち合わせ 

〇 受け入れ団体が決定したら，学校と団体との打ち合わせを行う。（重要） 

・生徒の部活動に対するニーズや部活動の活動方針の共有 

・活動場所の調整 

・用具の使用について 

・緊急連絡方法について 

・練習内容の確認 

・練習試合，大会参加について 

活動していくと，必ず何かトラブルが起こることが予想されるので，受け入れ団体

と学校の連携や連絡体制をしっかりと構築しておく。また，学校と団体との申し合わ

せ事項については，文書に残しておくとよい。（規約等の作成も含む） 
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第８段階 

◇お試し運用 

〇 団体との打ち合わせ終了後，月１回程度，地域部活動としての活動を実施す

る。 

〇 ３～４回実施後，生徒，指導者，部活動顧問等からアンケートを実施し，活動

の様子を振り返り，精査する。そこであがった課題について，関係者で話し合い

改善に向けて方策を考える。 

 

 

第９段階 

◇本格運用 

〇 学校と団体との連携を密にする。定期的な情報交換の場を設定する。 

〇 本格運用中に出てきた課題については，その都度連絡を取り合い解決してい

く。 

〇 校内準備委員会を中心に地域部活動が始まった部については，適宜，生徒・保

護者にアンケート等の調査をし，課題を明確にしておく。 
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学校再編の進捗状況について 

 

茂原市教育委員会では、子どもたちにとってより良い教育環境を確保するため、令和４年１月の教

育委員会会議において、計画期間を令和 3年度から令和 7年度の 5年間とする、茂原市学校再編第二

次実施計画を策定いたしました。本計画では、「本納小学校と新治小学校の統合」「本納小学校と豊岡

小学校の統合」「南中学校と早野中学校の統合」について、統合時期、使用校舎、検討事項等を記載し

ています。今後は本計画に基づき、学校再編を進めてまいります。 

 

（１）本納小学校・新治小学校統合準備委員会の開催 

本計画に基づく、本納小学校と新治小学校の円滑な統合を進めるため、本納小学校・新治小学校統

合準備委員会を設置し、協議を進めております。 

 

期 日 会議名 協議内容 

R4. 5. 7 第 1回 統合準備委員会 検討事項について、専門部会の設置について 

R4. 6.14 第 2回 統合準備委員会 スクールバス部会の報告、学校統合準備会の報告、 

校名・校歌・校章について 

R4. 7. 6～ 

R4. 7.15 

第 3回 統合準備委員会 

（書面会議） 

スクールバスの運行に関する事前説明会の報告、 

スクールバスの運行ルート等について 

（専門部会の開催） 

R4. 5. 7  第 1回 スクールバス部会 運行ルート、乗降場所及び便数について 

R4. 5.24 第 2回 スクールバス部会 運行ルート等の報告事項について 

 

【本納小学校・新治小学校統合準備委員会での協議事項】 
 

①「校名・校歌、校章」について 

・学校再編第二次実施計画では、「本納小学校と豊岡小学校の統合時に、校名・校歌・校章を

検討すること」としていますが、今回、本納小学校と新治小学校の統合に際して「校名等の

変更は必要かどうか」協議を行いました。第１回の会議では継続協議となり、第 2 回では、

「校名・校歌・校章の変更は必要なし」として、賛成 8人、棄権 2人で採決され、統合後は、

現在の本納小学校の「校名・校歌・校章」を引き続き使用することが決まりました。 

 

②「通学手段(スクールバス)」について 

・新治地区の児童の通学手段として、スクールバスの運行を検討することとし、専門部会（ス

クールバス部会）を設置して、運行ルート・便数・乗降場所の案を検討・協議し、まとまっ

た運行ルート等の案について、新治小学校保護者に説明を行いました。 

・その後、新治地区各自治会長への確認や茂原警察署との協議を行い、保護者からの意見等

を踏まえた運行ルート等の案について、第 3回統合準備委員会に諮ったところ了承された為、

スクールバス運行業者の選定を行いました。今後、保護者への説明会を開催する予定です。 

【資料２】 
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③「学校統合準備会からの報告事項」について 

・本納小学校と新治小学校の教職員間で協議している事項の進捗状況について、準備委員会

で報告していただき、統合に向け共通理解を図っています。 

 

 

（２）今後について 

本納小学校と新治小学校の統合については、11月 5日に統合準備委員会の開催を予定しており、引

き続き協議を進めるとともに、スクールバスの乗降場所等の駐車場の拡張整備等を行うなど、必要な

環境整備に努めてまいります。 

南中学校と早野中学校の統合、及び本納小学校と豊岡小学校の統合については、保護者や地域の

方々への十分な説明と、ご理解をいただきながら学校再編を進めてまいります。 

五郷地区については、南中学校・早野中学校・五郷小学校の PTA代表者や学校の教職員、五郷地区・

鶴枝地区の自治会長連合会代表者と 9月 30日（水）に話し合いを行い、今後は「五郷地区学校再編に

係る代表者会議」とし、南中学校と早野中学校の統合について、継続して協議していくこととなりま

した。 



  【資料３】 
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茂原市小中一貫教育について 

 

１ 茂原市小中一貫教育検討委員会について 

発足 令和３年度（令和元年発足「小中一貫教育構想委員会」より引継） 

委員 各中学校区代表の校長、教頭、教務主任等 計１０名 

＜取組内容＞ 

・小中一貫教育の指針についての冊子検討・作成 

・専門部会（茂原学・外国語教育）による取組 

・教科別内容系統一覧の検討・作成 

 

２ 本納中学校区小中一貫教育推進委員会について 

令和３年度より茂原市の小中一貫教育の推進地域（モデル）として小中一貫教

育の検証を行う 

＜取組内容＞ 

・乗り入れ授業 

・本納スタンダート 

・小中一貫教育アンケート 

 

３ 令和４年９月までにおける成果・結果 

  ・教科別内容系統一覧完成 令和３年度全小中学校へ配付 

・「未来を拓く 茂原の子」（小中一貫教育の指針）（最終案）作成（参考資料３） 

・「茂原学」各学校が単元・教材一覧完成、取組を HPへ公開 

・「外国語教育」茂原市教育研究協議会英語部会においてスモールトーク（コミ 

ュニケーション活動）を中心とした帯活動（短期的・継続的活動）の検討・一

部実施 

・令和３年本納中学校において小中一貫教育に関するアンケート実施及び公表 

・本納中学校区における乗り入れ授業実施 

（本納小へ：外国語、算数、理科、音楽、家庭科、本納小から中へ：数学、英語  

 豊岡小・新治小：外国語、算数、理科、音楽） 

 学力向上や切れ目無い指導などの成果が上がっている 



  【資料３】 
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４ 今後の見通しと課題 

 （見通し） 

  ・「未来を拓く 茂原の子」（小中一貫教育の指針）策定 

（教育委員会会議へ議案提出 可決後 令和４年度末公表予定） 

  ・「茂原学」「外国語教育」の実践の継続 

  ・小中一貫教育アンケートの実施 

（本納中学校区令和４年９月、茂原市全小中学校令和５年６月頃） 

  ・本納中学校区の先行内容に係る検証を続ける。特に施設一体型と施設分離型

における違い 

 （課題） 

  ①乗り入れ授業に関して 

・小中学校の職員の打合せの時間が取れない 

・「施設一体型」では実施しやすいが、「施設分離型」では移動に時間がかかる

ため、空き時間を２時間以上確保しなければならず、中学校の職員数から考え

ても実施は極めて困難である。 

  ②スタンダードについて 

  ・本納中学校区で検討したが、小中学校を貫くスタンダードというよりは、同

じ中学校へ行く小学校のスタンダードを統一する方が効果的である。 

※１つの小学校が２つの中学校へ行く学区の場合、取扱いが難しい。 

  ③職員の負担について 

  ・乗り入れ授業を始め、現場職員の負担が少なからず増加する。スクラップア

ンドビルドの観点から、業務改善が必要となる。 



【参考資料３】 

 

未来を拓く 茂原の子（案） 
 

（茂原市小中一貫教育の指針） 
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はじめに 

 

今日、グローバル化の進展や絶え間ない技術革新等により、社会構造や雇用環境は大きく急速

に変化しており、予測が困難な時代となっています。また、急激な少子高齢化が進む中で、一人

一人が持続可能な社会の担い手として、その多様性を原動力とし、質的な豊かさを伴った個人と

社会の成長につながる新たな価値を生み出していくことが期待されています。 

このような時代にあって、学校教育では、社会の変化に主体的に関わり、感性を豊かに働かせ

ながらどのような未来を創っていくのか、どのように社会や人生をよりよいものにしていくのか

という目的を自ら考え、自らの可能性を発揮し、よりよい社会と幸福な人生の創り手となる力を

身に付けられるようにすることが重要とされています。こうした力は、全く新しい力というわけ

ではなく、長年目指してきた「生きる力」であり、学校教育が蓄積を生かしていくことが必要で

あるとされています。 

また、近年、社会状況の激しい変化や子供の成長の早期化、子供を取り巻く環境の変化、小・

中学校の教育活動の差異などから、いわゆる「中 1 ギャップ」の言葉に代表されるような課題が

生じてきています。こうした課題に対応するための取組として、全国的に小中一貫教育を取り 

入れる自治体が増えてきています。 

茂原市教育委員会では、これまで、「次代を担う子供たちを育てる」を共通テーマとして、  

児童生徒の個性の伸長、郷土を愛する態度の育成、基礎学力の定着などを目指して、それぞれの

学校で教育活動を進めてきました。今後は、教職員が義務教育９年間を貫く視点をもち、茂原市

の子供たちへより質の高い教育を提供することができるよう、ここに茂原市の小中一貫教育に 

ついて方向性を示しました。 
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Ⅰ 小中一貫教育とは 

１ 小中一貫教育制度について 

小中一貫教育制度については、平成 18年の改正教育基本法、平成 19年の改正学校教育法によ

って義務教育の目的・目標が定められ、その後、学校教育法の一部改正(平成 28年施行）により、

義務教育学校制度が創設されました。小中一貫教育とは、小中連携教育をさらに進めた教育で、

「小・中学校段階の教職員が目指す子供像を共有し、９年間を通じた教育課程を編成し、系統的

な教育を目指す教育」とされています。 

 

 

 

 

 

２ 小中一貫教育を行うことによる期待される効果 

学習面の観点から 

〇 ９年間を見通した指導計画を作成し、指導内容を明確化することにより、「学びの連続性」

を図ることができます。 

〇 小・中学校間で指導方針を共有し、情報交換や連携を充実させることで、各成長段階で育て 

たい力が明確になり、一人一人の個性に応じた指導が可能になります。 

〇 小学校５・６年生における教科担任制、小・中学校教員の乗り入れ授業など多様な指導  

形態を取り入れ、小学校での専門的な授業の展開により知的好奇心を充足させたり、中学校

でのきめ細かな授業の実践により定着が不十分な内容を補充したりするなど、個に応じた 

指導が一層充実し、学習意欲や学力の向上を図ることができます。 

生活面の観点から 

〇 ９年間を通して一貫した生徒指導を行うことにより、学校生活の変化に伴う不安感や負担

感が軽減され、自己有用感や道徳心、規範意識の醸成を図ることができます。 

〇 小・中学校の教員が連携することで、より深い児童生徒理解に基づく指導が可能になり、

中学校入学後に増加傾向にある不登校や問題行動の減少を期待することができます。 

〇 小・中学生の交流や合同行事などを通して、小学生には、目標にすべき姿を思い描くこと

ができ、中学生には、下級生に対する思いやりやリーダーシップなどの育成を図ることが  

できます。 

教員の指導力の向上の観点から 

〇 ９年間の児童生徒の成長・発達と学習内容の系統を踏まえ、小・中学校の教員がそれぞれ

の学校種の教育活動を相互に理解しながら指導にあたることにより、教員の指導力の向上を

図ることができます。 

〇 各小・中学校の教員が、それぞれ個人のよさを生かした授業実践の中で、専門的な指導や 

きめ細かな指導を互いに学び合うことで、教員の総合的な力量が向上します。 

小中連携教育 

 

小・中学校段階の教員が互いに情報交換や交流を行うことを通じて小学校

教育から中学校教育への円滑な接続を目指す様々な教育 

小中一貫教育 

 

小中連携教育のうち、小・中学校段階の教員が目指す子供像を共有し、

９年間を通じた教育課程を編成し、系統的な教育を目指す教育 
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Ⅱ 茂原市小中連携教育から小中一貫教育へ 

１ これまでの小中連携教育 

茂原市では、これまで小中連携教育に取り組んできました。各小・中学校、各中学校区により、

それぞれ特色があり、その主なものは以下のようになります。 

学習面について 

〇 授業・部活動 

・ 中学校教員による小学校の外国語科、外国語活動での授業協力 

・ 小学生と中学生の交流授業 

・ キャリア教育の一環としての職場見学や職場体験学習 

・ 中学校入学説明会における授業体験や部活動体験 

・ 特別支援学級在籍児童の進学時における中学校の授業体験 

 

生活面について 

〇 生徒指導 

・ 生徒指導上の諸問題についての情報交換、協議 

・ 校外（街頭）指導、防犯パトロールへの参加、情報交換  

〇 保健安全指導 

・ 小・中学校間で行われる学校保健委員会への参加、協議 

・ 児童生徒の発育状況や運動能力についての情報交換、協議 

〇 学校行事 

・ 運動会（体育祭）や文化祭、合唱コンクール等（学校行事）の見学、参加 

 

教員について 

〇 教員研修等 

・ 小・中学校で行われる授業研究会への参加（授業参観、協議） 

・ ミニ集会等、学校単位で開催される研修会への参加、情報交換 

・ 中学校区を単位としての行事調整会議 

・ 市教育研究協議会での各部研修 

 

その他 

〇 ＰＴＡ活動について 

・ 教育講演会への参加、情報交換 

・ 中学校区を単位とした情報交換会、中学校区親睦バレーボール大会の開催 

〇 地域活動について 

・ 敬老会や夏・秋祭り、地域の美化活動、ボランティア活動等への参加 
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２ これからの小中一貫教育 

（１）小中一貫教育の定義 

小中一貫教育を進めるにあたり、平成28年度の法整備を受け、「義務教育学校」や「小中

一貫型小学校・中学校(併設型・連携型)」の制度化された小中一貫教育と従来の小学校・中

学校による運用上の小中一貫教育が存在することになりました。（下図参照） 

茂原市は、この中の「従来の小・中学校による運用上の小中一貫教育」を行います。 

   【小中一貫教育を行う公立学校の分類(制度面)】 

 制度化された学校での小中一貫教育 従来の小・中学校 

による運用上の 

小中一貫教育 
義務教育学校 

小中一貫型小・中学校 

併設型小・中学校 連携型小・中学校 

設置者 (同一) 同一 異なる 同一 又は 異なる 

 

修業年限 

９年 

(前期課程６年・ 

後期課程３年） 

 

小学校６年・中学校３年 

組織 
校長１名・ 

一つの教職員組織 

原則として各学校に校長１名・別々の教職員組織 

※校長併任や実質的に教職員組織を統合した事例も 

 

免許 

原則小・中併有 

※当面は保有免許

相当課程で指導可 

 

所属する学校の免許を保有 

教育課程 
       ・９年間の教育目標設定 

       ・９年間の系統性・体系性に配慮がなされた教育課程編成 

特

例 

独自教科設定 ○ ○ ○ × 

指導内容入替え ○ ○ × × 

 

設置基準 

前期課程は 

小学校設置基準、

後期課程は中学校

設置基準を準用 

 

小学校には小学校設置基準、 

中学校には中学校設置基準を適用 

標準規模 
１８学級以上 

２７学級以下 
小・中学校それぞれ１２学級以上１８学級以下 

設置・移行手続 市町村の条例 市町村教育委員会の規則等 なし 

出典：「地方教育行政の多様性・専門性に関する研究 報告書３ 市町村の教育施策としての小中一貫教育に関する研究」 

研究代表者渡邊恵子(国立教育政策研究所 教育施策・評価研究部長)２０１９(平成３１)年３月※一部抜粋 

 

（２）茂原市の小中一貫教育のねらい  

これからの社会は予測困難な時代と言われ、子供たちには、「生きる力」として他者と  

協働して課題を解決していくことや、幅広い知識と柔軟な思考力・判断力・表現力等を身に

付けることが求められています。 
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こうした背景を受け、茂原市では、小学校６年間、中学校３年間という制度を維持しつつ、

義務教育終了までを連続した学びの期間ととらえ、この９年間でどのような子供を育てたい

のかを小学校と中学校が共有し、小中一貫教育を推進することとします。（下図参照）   

小・中学校が互いに協力し、児童生徒一人一人に応じた質の高い学習指導や生徒指導を 

実現し、学力向上や豊かな心の育成を図っていきます。また、小・中学校を円滑に接続させ、

小学校から中学校へ進学する際に、新しい環境での生活に不適応を起こす、いわゆる「中１

ギャップ」とよばれる課題の減少を目指します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（３）茂原市の小中一貫教育の型 

茂原市では、小中一貫教育を行うにあたり、義務教育９年間を貫く視点を大切にし、小学

校・中学校が共通した目指す子供像を共有するために、それぞれの施設・仕組みを生かし、

その利点を取り入れた教育を目指します。 

それぞれの施設の状況により、施設分離型の小中一貫教育と施設一体型の小中一貫教育が

存在することになります。(下図参照) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜小中連携教育＞ 

「生きる力」の育成 

目指す子供像 

Ｃ中学校 

 
３ 

年 

間 
 

６ 

年 

間 

Ａ小学校 Ｂ小学校 

◆ 小・中学校各段階での教育課程を編成 

目指す 
子供像 

目指す 
子供像 

＜小中一貫教育＞ 

「生きる力」の育成 

Ｃ中学校 

 

９ 
 

年  

間 

目指す子供像 

Ａ小学校 Ｂ小学校 

◆ 小・中学校９年間を見通した教育課程を編成 

茂原市の小中一貫教育には、施設の設置場所により２の型があります。 

それぞれの学校に校長がおり、それぞれの教職員組織があります。 

学年の呼び方も従来と変わりません。 

茂原市の 

小中一貫教育 

２つの型 
校長 校長 

校長 

中 

校長 

小 

・小学校と中学校の校舎の 

全部または一部が一体的に 

設置されている。 

・小学校と中学校の校舎が 

隣接していない異なる敷地 

に別々に設置されている。 
施設分離型 

施設一体型 
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（４）茂原市の目指す子供像 

 

 

 

茂原市では、令和３年４月に「茂原市教育施策の大綱」として、令和７年度までの５年間

の基本構想、基本計画に基づき、４つの基本方針を定めました。 

＜基本方針１＞ 社会で生きる力の育成    

＜基本方針２＞ 心を育む人間教育の推進 

＜基本方針３＞ 芸術文化・スポーツの振興  

＜基本方針４＞ 茂原を愛する心の育成 

これに基づき、「ふるさと茂原を愛し、豊かな心と高い志を持って未来を主体的に生きる

人づくり」を目標として掲げ、各種施策の展開を図っていきます。「小中一貫教育」を推進

することで、茂原市が示している「未来を主体的に生きる人づくり」をさらに進めます。 

そこで、茂原市の小中一貫教育で目指す子供像を前述のように設定しました。これには、

知・徳・体のバランスのとれた「生きる力」を育み、郷土に誇りをもち、地域を担う人づく

りを目指すという願いが込められています。 

（５）学年段階の区切りの考え方 

中学校段階への移行に際して児童生徒が体験する段差の緩和や児童生徒の発達の早期化

への対応を図る観点から、小・中学校９年間における学年段階の区切りを４－３－２とし、 

特に、いわゆる「中１ギャップ」といわれる現象が現れる期間（充実期）に重点をおきます。 

   （学校施設は６－３のまま） 

≪学年段階の区切り≫ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

〇 小１～４【基礎期】 

・ 基礎・基本を繰り返し、学びの基本姿勢の育成を目指す。 

・ 善悪の判断ができ、集団や社会のルールを守る態度の育成を目指す。 

〇 小５・６、中１【充実期】 

・ 基礎・基本を生かし、具体から論理的・抽象的思考へ移行する時期であり、意欲的に 

学ぶ姿勢の育成を目指す。 

・ 集団における役割を自覚するとともに、自他の尊重の意識や他者への思いやりなどの 

涵養を目指す。 

 

（２年間） 

【発展期】 

（３年間） 

【充実期】 

（４年間） 

【基礎期】 

１年  ２年  ３年 １年  ２年 ３年  ４年  ５年  ６年 

中学校へのスムーズな接続 

中 学 校 

 

小 学 校 
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〇 中２・３【発展期】 

・ 基礎・基本を応用して、論理的・抽象的思考を着実に行う時期であり、主体的に学ぶ 

姿勢の育成を目指す。 

・ 人間としての生き方を踏まえ、自己を見つめ自ら向上を図るなど、社会の一員として 

自立した生活を営む力の育成を目指す。 

（６）茂原市の小中一貫教育の基本的な考え方 

茂原市の小中一貫教育では、６歳から１５歳までの子供の成長に重要な時期となる９年間

の義務教育の中で、目指す子供像を実現するため基本的な考え方を以下のようにします。 

すべての小・中学校で、小中一貫教育を進めます。 

〇 義務教育９年間において、連続性のある教育活動を行います。 

〇 茂原市の目指す子供像を共有し、その実現に向け、特色ある取組を行います。 

〇 地域・施設の特徴を生かした取組を行います。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

家庭 地域 
学校 

①茂原学の探求 

 

②英語教育の充実 

（視点２）  特色ある取組 

①9年間を見通した 

系統性のある学習指導 

 

②9年間の一貫した 

連続性のある生徒指導 

 

③切れ目のない 

特別支援教育 

（視点１）  9年間の連続性 

児童生徒の交流、教職員の連携、家庭・地域との連携 

ふるさと茂原を愛し、志を高く持ち、心豊かで未来を拓く子 

茂原市の目指す子供
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Ⅲ 茂原市の進める小中一貫教育 

１ ９年間の連続性を大切にした教育（視点１） 

（１）９年間を見通した系統性のある学習指導 

確かな学力の育成を目指し、９年間の学びを小・中学校の教員が共有し、系統的な学習を

実践します。各教科の９年間の内容系統一覧（別冊資料）を作成し、現在の学習内容に至る

までどのような学習をしてきたのか、また、現在の学習後にどのような学習をしていくのか

を把握し指導に生かしたり、児童生徒のつまずきに対する補充が必要な学習内容を把握し、

学び直しの機会としたりすることに活用していきます。 

小・中学校間の段差を低くし学習意欲の向上を図るため、小学校５・６年生で教科担任制

を実施したり、小・中学校の教員の乗り入れ授業を取り入れたりすることで、専門性や個に  

応じた指導を一層充実させます。 

（２）９年間の一貫した連続性のある生徒指導 

生徒指導については、児童生徒の発達の特性や小・中学校の教育活動の特性を踏まえて 

取り組むことが必要です。しかし、小・中学校での指導内容や方法等に差があり、ギャップ

が生じるという指摘もあります。生徒指導の３つの機能（自己決定・自己存在感・共感的理

解）に基づき、９年間の一貫した連続性のある生徒指導に取り組み、自己実現に向かう自己

指導能力を育成します。 

生活習慣や学習規律、家庭学習などについての指導は、学年が変わったり中学校に進学し

たりしても、子供が安心して学校生活が送れるように、小・中学校が同じ視点で指導をして

いきます。生活習慣や学習規律、家庭学習についての基本などをもとに、各学校の実態に応

じながら連携・継続した指導を徹底します。 

（３）切れ目のない特別支援教育  

特別支援教育については、「すべての子供に役立つ支援方法の確立」のため、児童生徒  

一人一人の特性を理解し、関係機関との連携を強化し、ライフステージに合わせた一貫した  

総合的支援体制の充実を図っています。障がいの有無にかかわらず、互いに理解し合い、  

ともに社会をつくるための基礎を培う教育を進めていきます。 

特別に支援の必要な児童生徒には、十分な学びを保障するため、ニーズに応じた連続性の

ある「多様な学びの場」を用意し、適切な指導と必要な支援を提供していきます。就学前  

から中学校卒業まで、きめ細かな切れ目のない支援が円滑に進められるよう、基礎的環境の

整備と合理的配慮の提供を充実させていきます。学校現場においては、個別の教育支援計画

や個別の指導計画の作成、交流及び共同学習の実施、校内支援委員会の充実、ユニバーサル

デザインの視点に基づくわかる授業の実践等により、共に学び認め合う共生社会の実現を 

目指します。 
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２ 目指す子供像の実現に向けた特色ある取組（視点２） 

（１）茂原学の探究 

 「茂原を知り、茂原について考え、茂原を愛する子供」を育てるために位置付けた「茂原 

学」をさらに充実させていきます。茂原の歴史や文化、産業等について、９年間を通して計

画的に学び、地元“茂原”を深く理解し、郷土を愛し、将来、茂原のよさを語ることができ

る児童生徒の育成を目指します。 

９年間を３つの期間に区切り、基礎期（小１～小４）では、身近な家庭や学校から地域（茂

原市）へと学習を広げ、充実期(小５～中１)では、他地域と比較しながら茂原を見つめ、そ

して、発展期(中２、中３)では、今までの学習を振り返りながら自分を見つめるというよう

に、９年間を通し段階的に学習を進めます。 

また、「茂原学」を軸に、小中一貫教育のカリキュラムマネジメントを行います。社会科や

総合的な学習の時間で扱う茂原市に関する教材だけでなく、教科等を通して茂原市への関心

や知識、そして「こんな茂原市にしたい」「茂原市の魅力を発信したい」という思いや考え

などを伴う学習すべてを「茂原学」と捉えます。その上で、各学校が「茂原学」として取り

組む単元･教材一覧を作成し、９年間でどのように各教科等が関わり合っているか確認し、系

統的な学習へつなげます。 

そこで、次のような取組を行います。 

・「茂原学」の単元・教材一覧の作成（小・中学校でのつながり） 

・「茂原学」の情報公開（学校ホームページへのアップ） 

・地域の伝統、自然、産業、歴史を題材にした学習 

・茂原市役所や郷土資料館等による「出前授業」の活用    など  

（２）英語教育の充実 

グローバル化が急速に進展する中で、今後、外国語によるコミュニケーション能力は、  

これまで以上に必要とされることが想定されます。ＡＬＴのネイティブな英語や海外の文化

に触れる機会、中学生の海外派遣等を通して、世界に目を向けることができる態度を育てる

とともに、探求心や想像力を育む授業や体験を取り入れながら、「使える英語」を身に付け、

グローバルな視点で活躍する人材の育成を目指します。 

小学校外国語活動及び外国語科と中学校外国語科の連携を推進するため、小・中学校共同

の授業改善や教員の研修を進めます。 

そこで、次のような取組を行います。 

・小学校および中学校全校へのＡＬＴの派遣 

・毎授業において日常生活の英語やスモールトークの帯活動の位置付け 

・ソルズベリー市（オーストラリア）への中学生等海外派遣や交流事業の継続 

・外国語活動、外国語科の実践研修（教員） 

・スピーチコンテスト（中学校）    など 
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３ 小中一貫教育を支える連携 

茂原市の目指す子供像の実現に向けて掲げた２つの視点「９年間の連続性を大切にした教育」

と「目指す子供像の実現に向けた特色ある取組」を具体的に実現するために、何よりも欠かせな

いのが市全体の大きな連携になります。その連携は、具体的に「児童生徒の交流」「教職員の連

携」「家庭・地域との連携」の３つから構成され、小中一貫教育を支えるものとなります。 

（１）学校間の児童生徒の交流 

児童生徒の交流は、小学生が中学生に対して憧れを抱いたり、中学生が小学生に対して 

思いやりの心をもったりできるようになるなどの効果が期待されます。それぞれの学校区の

実態や施設の設置状況、教員の構成等を踏まえ、意図的・計画的・継続的に各学校の創意工

夫で実施します。 

また、隣接した小学校同士など、小学校間の連携も視野に入れます。一つの小学校に通う

児童がすべて同じ中学校へ進学するとは限らない茂原市の実態として、中学校とのつながり

と同時に小学校間の児童の交流も小中一貫教育の一つと捉えます。 

（２）小中学校の教職員の連携による学習活動・生徒指導 

   いわゆる「中一ギャップ」等の課題解決のためには、小学校や中学校の教職員が今まで以

上に情報交換や相互の授業参観を通して、互いの教育活動についての理解を深め、日常の指

導に生かしていくことが大切です。互いがそれぞれの教育を理解することで、小学校段階で

育てておかなければならない力が見え、また、これまでにどのような経験をしてきたのかな

どを理解することができます。 

教職員の具体的指導の例としては、学習や生活についての共通実践、相互乗り入れ授業 

の実施など工夫して取り組みます。生徒指導の面でも協力し、情報を共有するとともに、小

中学校間での指導方法のすり合わせなど、学年間・学校間の段差がよりなだらかになるよう

工夫します。 

（３）家庭・地域との連携 

急速に変化する社会の中で、子供たちの生きる力を育むためには、学校だけでなく学校と家

庭・地域が一体となって子供を育んでいくことが求められます。今まで培ってきた学校と家

庭・地域との結びつきを生かし、近隣の学校との結びつきを基盤として地域の特色を生かした

小中一貫教育を進めます。 

これまでも、総合的な学習の時間や各教科、校外学習等で地域とのさまざまな連携を行って

きましたが、９年間の連続性を意識して教育課程を見直すことにより、より系統的な家庭・地

域との連携を目指します。 
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おわりに 

茂原市教育委員会では、子供たちにとってよりよい教育を目指し、小中一貫教育について調査

研究してきました。茂原市小中一貫教育についてまとめた本指針に基づき、令和５年４月から  

市内すべての小・中学校で小中一貫教育を進めていきます。 

茂原市の小・中学校は、その規模や立地条件、学区編成上１つの小学校から分かれて中学校へ

進学する学校があるなど、同一歩調で推進しにくい内容もあります。そこで、まずはそれぞれの

小・中学校の実態を共有し、茂原市の目指す子供像に向け、それぞれの学校が具体的にどのよう

に連携し、実践していくかを考えていくことから進めていきます。茂原市教育委員会としても、

さらによりよいものとなるよう今後も調査研究し、改善していきます。 



【資料４】 

市史編さん事業について 

 

１ 目 的 

 市制 70 周年を機に市史刊行を開始し、市民とともに茂原市の歴史的な歩みを明らか

にし、郷土への思いを育むとともに、後世に市の歴史を継承することを目的とする。 

 

２ 事業の経過 

   平成 28年度 茂原市史準備委員会設置（委員 6名） 市史編さん委員会条例制定 

   平成 29年度 条例に基づき茂原市史編さん委員会設置（委員 8名） 

平成 30年度 市史の目次構成作成 基本方針・刊行計画の策定 資料調査等 

   令和元年度 市史調査執筆委員 12名を置く 資料調査等 

   令和 2 年度 「茂原市史 資料編[原始・古代・中世]」の体裁及び執筆基準・目次の

作成 資料調査等 市史調査執筆委員 7名を置く 

         「茂原市史 資料編[原始・古代・中世]」の原稿執筆半分程度完成 

   令和 3 年度 資料調査等 刊行計画変更 市史調査執筆委員 11 名を置く（累計 30

名） 

「茂原市史 資料編[原始・古代・中世]」の原稿概ね完成 

 

３ 「茂原市史 資料編[原始・古代・中世]考古資料」（令和 4年度 1冊目） 

刊行スケジュール 

R4.8.31 「茂原市史資料編(原始・古代・中世) 考古資料」印刷製本 入札執行 

      ※A4判 450ページ 1,000部 糸かがり上製本 ケースに格納 

   9. 1    契約  相手方  ：(株)弘文社 （市川市市川南 2丁目 7番 2号） 

          契約金額：2,939,200円（内消費税額 267,200円） 

9.14  業者・事務局・原稿執筆責任者で打合せ 

（原稿の進捗状況や内容等を確認し以下のスケジュールを決定） 

10月下旬 本文・図版を入稿（約 420ページ） 

11月上旬 原稿の残り（あいさつ文、口絵、あとがき等）を入稿（約 30ページ） 

12月下旬 初稿校正（校正は全部で３回） 

R5.2月下旬 最終校正 

3月下旬 納品 

   4月   販売開始 

 

４ 今後の市史刊行予定（刊行時期は未定） 

   茂原市史 資料編[原始・古代・中世]歴史資料  

   茂原市史 資料編 近世資料 1、近現代・民族資料 1  

   茂原市史 資料編 近世資料 2、近現代・民族資料 2 

   茂原市史 通史編 上巻 原始～近世 

茂原市史 通史編 下巻 近現代、  ダイジェスト版 （市史合計 9冊） 
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